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公益財団法人ふくい産業支援センター

令和元年度  事 業 計 画

１．概 要

我が国経済は緩やかな回復基調が続いており、本年１月にはこれまで戦後最長だった「い

ざなみ景気」の景気拡大期を抜いて最長記録を更新したといわれています。今後も、米中

の貿易摩擦の激化による世界経済の悪化や、消費税率の１０％への引き上げなど、先行き

に不透明感はあるものの、景気減速の大きな要因にはならないとみられており、今後も緩

やかな回復基調が続くと考えられます。

こうした中、福井県では新たな産業振興施策の方向と目標を示した「福井経済新戦略」

を平成２７年４月に改訂し、様々な施策に新たに取り組んでいるところですが、経済環境

の変化が早くなっていることを受け、このたび「福井経済新戦略」の再改訂を行ったとこ

ろです。

当センターでは、国の施策や「福井経済新戦略」に基づき、経営環境の変化にも対応し

ながら、事業の見直しや拡充、新たな事業を追加で実施すると共に、他の産業支援機関等

としっかりと連携しながら、総合コンサルティング機関として新しい取り組みに挑戦する

企業のニーズに合わせた支援を行っていきます。

《重点プロジェクト》

１．県外観光客等の増加、次世代への事業承継など、社内外の環境変化に対応する中小

企業を支援します。

◇ 北陸新幹線敦賀開業や中部縦貫自動車道大野油坂道路の共用開始に伴い、多くの

観光客等が訪れることが見込まれることから、観光客等の受入れ態勢について重

点的に支援

《主な取組》

① 地域性やお持ち帰りなどを考慮した菓子など、観光客向けの土産品等の開発

に関する経費の一部を助成

② 街中、観光地の賑わいづくり、観光客に対応するための店舗改装、設備導入、

空き店舗の活用などの整備に関する経費の一部を助成

◇ 中小企業・小規模事業者の経営者の円滑な事業承継に向けて、準備段階から承継

後まで切れ目のない支援を集中的に実施

《主な取組》

① 企業の承継ニーズに対し、専門家が各支援機関との連携を図りながら個別支

援を実施

② 後継者が継ぎたくなるような事業への改善や、親族外承継の準備に必要な企

業価値の評価や設備承継に伴う経費の一部を助成



２．県内での創業の促進に向けた総合的な支援を行います。

◇ 創業者や創業予定者に対する相談・助言を行うことにより、創業への取り組みを

支援

《主な取組》

① 創業マネージャーを設置し、創業から事業化までを伴走型で支援

② 女性創業窓口を設置し、創業に関する課題に対して助言

◇ 県内で創業・起業する者を資金面で支援

《主な取組》

① 県内で新たに起業・創業を行う者に対し、創業等に要する経費の一部を助成

◇ 学生や東京圏から県内に移住し創業する者を資金面で支援

《主な取組》

① 学生等の起業にかかる経費や初期段階における活動経費の一部を助成

② ○新 東京圏からのＵ・Ｉターンによる移住者の創業経費の一部を助成

３．ＩｏＴやＡＩなどＩＴ技術の活用や共同研究成果の新分野転用など、中小企業にお

ける新技術の活用を支援します。

◇ 「ふくいＡＩビジネス・オープンラボ」を運営し、ＡＩやＩｏＴを活用した新サ

ービスの創出を促進

《主な取組》

① 最新のＡＩ・ＩｏＴシステムの体験コーナーの設置

② 定期的な勉強会、ワークショップの開催

③ 業務への活用に関する相談対応

④ 最新技術や導入事例に関する情報提供

◇ ○新 産学官金連携による研究開発プロジェクトで得られた研究開発成果を新規分野

に転用することによる製品化を支援

《主な取組》

① 新規分野への転用を支援するプロジェクトマネージャー、連携コーディネー

ターを配置

② 新規分野の展示会出展、事業化事例および評価技術の講習会を開催 等

このほかにも、様々な事業を通じて県内企業の新しい取り組みを総合的に支援していき

ます。



２．事業計画

経営相談、創業・経営革新支援、経営情報の収集・提供に関する事業

【公益目的事業１】（３７３，８６７千円）

県内中小企業等が抱えるさまざまな経営課題に対して、各分野の専門家の適切な助言

や施策紹介、創業間もない企業や新商品開発・新事業展開に取り組む企業への事業計画

作成支援・課題解決への助言および取り組みの推進、中小企業等のＩＴ活用の促進、企

業経営に役立つ地域経済・産業および中小企業動向等に関する情報提供を行います。

（１）ふるさと企業プロモート（１８，４７８千円）

①総合相談

企業経営に関する幅広い知識と財務や技術等の専門的なノウハウを持つ中小

企業診断士が総合相談窓口もしくは相談者の事業所において、職員と連携しな

がら創業、経営革新、ＩＴ活用等の相談に対して適切な助言を行うとともに、

必要に応じた支援施策を講じます。また、商工支援機関や金融機関と連携して、

県内各地で当該分野の専門家を交えた相談会を開催します。

○総合相談コーディネーター ６名

②経営革新等フォローアップ

経営革新計画の承認を受けた企業などが事業を遂行する上で抱える経営上の

悩みや問題を早期に把握し、それら課題の解決を図るため、総合相談コーディ

ネーター等が企業を訪問し、適切な指導・助言を行います。

○訪問回数 ２０回

③専門家派遣

中小企業等が抱えている技術開発、商品開発、マーケティング、情報化等、

様々な経営課題や付加価値向上等の課題を解決するため、それぞれの分野に精

通した知識や経験を有する専門家を相談者の事業所に派遣し、課題解決のため

の適切な指導・助言を実施します。

○専門家派遣数  ２６企業 延べ２６０回（１社１０回まで）

３グループ 延べ６０回（１グループ２０回まで）

○利用者負担    専門家謝金上限３万円の１／２

但し、嶺南企業は専門家謝金上限３万円の１／４

○利用回数  １企業１事業年度１０回まで（グループ利用は２０回まで）

このほか、「ふくい中小企業支援地域プラットフォーム」の代表機関として、  

中小企業庁が実施するミラサポ専門家派遣の窓口業務（専門家登録・派遣窓口）

を引き続き行います。

○利用回数 １テーマにつき原則３回まで（利用無料）

（２）嶺南サテライトオフィス設置（４，７３２千円）

アクアトム（敦賀市）に設置したサテライトオフィスを拠点として、専門家によ



る各種の相談対応や職員の地域企業等の巡回などを通じて起業・創業等のサポート

を行います。

（３）よろず支援拠点（４７，２６０千円）（経済産業省委託事業）

中小企業・小規模事業者の経営支援体制をさらに強化するために国が設置した本

県の「よろず支援拠点」として、よろず支援コーディネーター等と共に総合的・先

進的経営アドバイスや支援機関の連携チームによる支援、的確な支援機関・支援施

策の紹介等をワンストップで行います。

（４）高度化事業診断・指導（７９０千円）

①高度化事業診断受託

県が実施する中小企業高度化事業に伴う診断業務を行います。

○診断件数 ５件

②高度化資金貸付先指導受託

県の高度化資金貸付先のうち正常な貸付先を対象に、中小企業診断士資格を

持つ職員がヒアリング調査を実施し、経営状況の把握および適切な指導を行い

ます。

○指導件数 ３件

（５）福井県事業承継ネットワーク運営（２３９千円）

事業承継支援を担う関係機関のネットワークを構築し、各機関と連携しながら、

事業承継診断の実施やニーズの掘り起こし、課題解決のための支援機関の連携等を

図り、本県で行う事業承継支援を促進します。

   ○連携会議の開催 １回

   ○事業承継ポータルサイトの運営

（６）プッシュ型事業承継支援高度化（３９，３１２千円）

福井県事業承継ネットワーク運営にて掘り起こされた承継ニーズに対し、承継コ

ーディネーターが、事業引継ぎ支援センターをはじめ各支援機関との連携をはかり

ながら個者支援を行います。

○専門家の配置

  ・承継コーディネーター（事業進捗等の責任者） １名

  ・ブロックコーディネーター（地域・業種担当） ２～３名

○専門家によるチーム支援

  ・コーディネーターと各種資格を有する専門家がチームになって事業承継計

画の作成や具体的な課題解決を支援

（７）ふくいＡＩビジネス・オープンラボの運営（１２，１７４千円）

    県内におけるＡＩ・ＩｏＴの導入を促進し、業務効率化による生産向上を図ると



ともに、新しいビジネスの創造を促進するため「ふくいＡＩビジネス・オープンラ

ボ」を運営します。

○最新のＡＩ・ＩｏＴシステムの体験コーナーの設置

○定期的な勉強会、ワークショップの開催

○業務への活用に関する相談対応

○最新技術や導入事例に関する情報提供

（８）福井県産業情報センター運営（１４１，２６３千円）

①産業情報センター施設運営

県からの指定を受け、福井県産業情報センターの各施設・設備の貸出業務や

維持管理等の運営業務を行います。小割化した入居施設やコワーキング（*）スペ

ース、マルチメディアサポートセンターに整備した４Ｋカメラや編集機器、イ

ンターネット配信機器等の最新映像機器を有効に活用しＩＴベンチャーが利用

しやすい環境を提供して、情報化に関連した創業者の育成、情報産業振興の拠

点施設として利用促進を図ります。

※フリーランスの方や起業家などが事務所スペース、会議室、打ち合わせスペースなどを
共有しながら独立した仕事を行う新しいワークスタイルです。

○パソコン実習室、インキュベートルーム、マルチホール、会議室等の  

貸出および情報センタービルの管理・運営
○コワーキングスペースの運営

○マルチメディア制作コーナーの貸出、管理・運営

○嶺南支所の運営

②情報化人材育成

県内の情報化人材の育成・確保を図り、中小企業等の情報化を支援するため、

日常業務に役立つ実践的な研修やインターネット販売等の電子商取引（ＥＣ）

などの各種研修を産業情報センターおよび情報センター嶺南支所で実施します。

○ＩＴコース ７０講座（９１回） 定員１，１７６人

（９）ＩＴビジネスマッチング推進（４，８４８千円）

県外で開催される最新のＩＴシステムに関する展示会への共同出展等により、県

内のＩＴ企業の情報を広く周知するとともに企業とのマッチングの機会を提供する

ことで県内ＩＴ企業の販路拡大を支援します。

○ＩＴ見本市「シーテック・ジャパン」への共同出展 １回（１０社）

   ○ＩＴ関連企業の業務内容調査

（１０）ＩＴセミナー（８３７千円）

産官学が広く参加するビジネスマッチング交流会およびアプリ開発イベントの開

催をとおして、県内のＩＴ企業の情報を広く周知、および企業とのマッチングの機

会を提供することで、ＩｏＴ・ＡＩ・マルチメディア分野など「次世代ＩＴ」を活



用した県内中小企業の課題解決や新たな付加価値の創造、新ビジネスの創出を促進

します。

○ＩｏＴビジネス活用セミナー・交流会 ４回 定員５０人

○県内ＩＴベンチャー企業と中小企業とのビジネスマッチング １回

（１１）学生ソフトコンペティション（６５２千円）

学生対象のソフトウェアコンペティションを実施します。アプリケーション作品

などを公募・審査し、次世代を担う IT 技術者の発掘・育成を図ります。

○表彰 ふくいソフトウェア大賞、部門賞、IT産業団体連合会会長賞、

協賛企業賞

（１２）支援センター見える化強化（６，６２３千円）

情報誌やホームページ、イベント開催等を通じて、当センター事業や成果のほか、

企業経営や産業に関する情報を広く発信します。

（ア）情報誌「Ｆ-ＡＣＴ」

最新の経済トピックスをテーマとした特集や、経営、マーケティングに役

立つ連載、新事業に取り組む県内企業インタビューなど、県内企業に役立つ

情報を掲載した情報誌を隔月で発行します。（発行部数 ３，２００部）

   ○情報誌の発行 ６回

（イ）インターネットによる情報提供

当センターホームページや、ＳＮＳを積極的に活用して、企業に役立つ情

報をタイムリーに発信します。

（ウ）メディア向け合同プレゼンテーション会

当センター事業を活用した企業を対象に、事前にプレゼン指導等を行い、

メディア向けに新商品や新しい取り組みを発表するプレゼンテーション会を

開催します。また、発表した企業は同時に商品紹介等の５分間の動画を作成

し、当センターホームページで配信することで、企業のＰＲを支援します。

○合同プレゼンテーション会の開催 ２回

（エ）情報センターを会場としたイベント

ソフトパークふくいと連携し、情報化をテーマに基調講演やパソコンを使

ったワークショップ、セミナー等を集中して開催する kumando ウィークを、

９月に情報センタービルで実施します。

（オ）冊子やパネルによる広報

支援成果を紹介するパネル展の開催や、パンフレット、活用事例集、中小

企業施策ハンドブック等を作成・配布して事業の周知に努めます。

（１３）ふくいナビ等機器管理（１０，３６６千円）

「福井県産業情報ネットワーク」（愛称：「ふくいナビ」）の機器管理およびホーム



ページやメールマガジンの運営を行い、中小企業支援機関における情報の共有化を

推進します。

（１４）ふくい創業者育成プロジェクト（５，３５０千円）

創業者向けのセミナーの開催や相談・助言を行うことにより、女性や若者、Ｕ・

Ｉターン希望者などの創業への取り組みを支援します。

①ふくい創業者育成体制整備

○創業マネージャー設置

創業から事業化までを伴走型で支援する創業マネージャーを配置し、産業

情報センターに設置されたコワーキングスペースを拠点としたコミュニティ

の形成や、シェアスペースに入居する創業者等への支援を行います。

また、新たに嶺南地域において創業マネージャー出張相談会を開催し、嶺

南地域における創業支援の強化をはかります。

・開催回数 年６回（会場：嶺南支所、嶺南サテライトオフィス等）

②ふくい女性創業チャレンジ支援

○女性創業窓口設置

  ふくい女性活躍支援センター（運営：（公財）ふくい女性財団）内に、創業

を希望する女性に対する相談窓口を定期的に設置し、創業に関する課題に対

して助言を行います。

  ・設置回数 月２日

（１５）起業・創業促進（３２９千円）（独立行政法人中小企業基盤整備機構委託事業）

創業補助金を取り扱う福井県の地域事務局として、既に採択を受けて創業や第二

創業に取り組んでいる中小企業等へのフォローアップ等を行います。

販路開拓支援に関する事業【公益目的事業２】（８１，７６６千円）

県内中小企業の自社商品や製造・加工技術等情報を広く発信するとともに、県内外企

業からの発注情報を提供したり、各種商談会・展示会への出展を後押しすることで、県

内外および海外企業との取引拡大と受注の安定を支援します。

（１）ふくいの食品戦略的販路拡大支援（９，０８０千円）

県内外への販路開拓を希望する食品関連業者を対象に、大規模食品専門展示会お

よび食品商社が主催する展示会への出展支援や小売店等の仕入れ担当者との商談会

の開催等により、取引マッチングの機会を提供します。

また、ＷＥＢサイトを活用した商品情報の提供や食品バイヤーとの個別取引マッ

チングなどを行います。

○大規模食品専門展示会（スーパーマーケットトレードショー）への出展支援

○食品専門商社が主催するプライベート展示会への出展支援 ４回



○ＢｔｏＢマッチング展示商談会の開催 １回

○食品バイヤー向けＷＥＢサイトの運営

（２）取引マッチング（３，７５３千円）

県内下請企業が必要とする発注情報を収集・提供し、受注の安定と自社開発製品・

技術等の販路開拓を支援することにより、自立化を促進します。

○受発注情報等収集提供

（ア）取引あっせん業務

・取引情報の提供

・取引相談員による企業訪問

（イ）県内受注企業の情報収集・提供

・受注企業登録情報の追加・更新

・受注企業名簿の作成

・県内外展示会内での情報提供（金融機関等が開催する展示会）

（ウ）発注企業開拓調査

・発注企業のニーズ調査実施

（エ）県内外における商談会の開催

・近畿・四国合同広域商談会（京都府内）

近畿６府県、四国４県および鳥取県の計１１府県の支援センターと

（公財）全国中小企業取引振興協会が連携した合同商談会の開催

・福井県元気企業ものづくり商談会（福井県内）

北陸・中京・関西など近隣県の発注メーカーとの商談会の開催

（３）下請かけこみ寺（６４１千円）（(公財)全国中小企業取引振興協会委託事業）

下請取引の適正化を推進するため、｢下請かけこみ寺｣相談窓口において、専門

家による相談対応や紛争解決の支援を行うほか、県内各地において弁護士による

移動法律相談会を開催します。

（４）取引情報提供（２，２３５千円）

県内外のメーカー等からの発注情報を広く収集し、県内企業に対して適時適切な

情報提供を行い、受注機会の増大に努めます。

（５）海外事務所運営管理（２７，５７３千円）

福井県が中国・上海に開設している海外事務所の運営管理を行います。

（６）ふくい貿易促進機構運営（１０，４５１千円）

アジア市場における県内企業の販路拡大を促進するために県と経済界等が設立し

た「ふくい貿易促進機構」において、県と共に機構の活動拠点である「ふくい上海

ビジネスサポートセンター」および「ふくい貿易促進プラザ」の管理運営等を行い



ます。

○ふくい上海ビジネスサポートセンター管理運営（福井県上海事務所内）

貿易促進マネージャーの配置、企業支援ネットワークの活用 等

○ふくい貿易促進プラザ管理運営（福井商工会議所ビル内）

アジア市場専門員の配置、セミナー・相談会の開催 等

（７）福井ふるさとエコノミー推進（１６４千円）

地元企業間の取引を活発化させ、県内でお金とモノを循環させる福井ふるさと

エコノミーを推進するため、ビジネスマッチング交流会等を開催します。

○支援機関等の営業人材ネットワークの構築

○経済若手４団体（*）会員を対象としたビジネスマッチング交流会 １回

※県商工会議所青年部連合会、県商工会青年部連合会、県中小企業団体中央会、

日本青年会議所北信越地区福井ブロック協議会  会員数 延べ約 2,200 名

資金支援に関する事業【公益目的事業３】（５１３，７６５千円）

県内中小企業等の地域資源を活用した商品開発や新分野展開、県内ものづくり企業へ

の技術系人材の就職促進に対して資金支援を行うことや、必要な設備の割賦販売または

リースを行います。

（１）ふくいの逸品創造ファンド（２０，７９３千円）

地域産業の活性化を図るためにふくいの逸品創造ファンドの運用益で、地域資源

を活用した中小企業等の商品開発や販路開拓等に対して助成します。

①地域資源を活用した新商品開発・販路開拓支援

県内の特色ある産業資源（福井の強み）を基に、顧客ニーズを的確につかん

で商品計画を立て、最も有利な販売経路を開拓する中小企業等の取り組みに対

して、市場調査やテストマーケティング、販路開拓等の経費の一部を助成しま

す。

○対 象 者  県内に事業所を有する中小企業等

○助成条件  助成率 １／２以内 助成限度額２，０００千円

②ファンド管理

事業説明会、フォローアップ、審査委員会運営等のファンド管理のための事

務を行います。

（２）ふるさと企業育成ファンド（２２２，９０１千円）

県内中小企業の元気再生につなげるためにふるさと企業育成ファンドの運用益で、

県内中小企業の新分野展開や県内ものづくり企業への技術系人材の就職促進に対し

て助成します。



①新分野展開スタートアップ支援

新分野展開を行う中小企業が、既存事業の経営資源を活用して取り組む経営

の多角化や事業転換に対して助成します。

○対象事業   既存事業の経営資源を活用した経営の多角化や事業転換

○助成条件   助成率 ２／３ 助成限度額 １０，０００千円

    ②創業支援事業

      新たに起業・創業を行う者に対し、創業等に要する経費の一部を助成します。

○対象事業   創業者が行う地域の需要や雇用を創出する事業

○助成条件   助成率 ２／３ 助成限度額 ２，０００千円

③ものづくり人材育成修学資金貸付支援

県内外の理工系大学院（修士課程・博士課程）に在学し、県内ものづくり企

業に就職を希望している学生に対して、修学資金を貸与します。

○貸与金額   月額６万円

○返還免除条件 県内に本社または生産拠点を有するものづくり企業に就

職し、継続して７年間勤務

（３）おもてなし産業魅力向上支援（８０，３６６千円）

北陸新幹線の本県開業にあわせ、本県に数多くの観光客やビジネス客が訪れるこ

とが見込まれる。そこで、高速交通開通アクション・プログラムのエリアおよび各

エリアをつなぐ幹線道路沿いのおもてなし店舗等における観光客等の受入れ態勢に

ついて支援します。

①店舗・施設改装設備導入

○補助対象  食品・工芸品等製造事業者、飲食店、土産品店、宿泊施設

  ○助成条件  助成率 ２／３ 助成限度額 ３，０００千円

②商品開発

○補助対象  食品・工芸品等製造事業者

  ○助成条件  助成率 ２／３ 助成限度額 ２，０００千円

（４）事業承継円滑化支援（２２，１２６千円）

後継者が継ぎたくなるような事業への改善や、親族外承継の準備に必要な企業価

値の評価や設備継承に伴う経費を助成するほか、事業の実施にあたっては、福井県

事業承継ネットワークが計画策定からフォローアップまでの支援を行います。

○対象企業 経営者が６０歳以上の中小企業、または経営者が６０歳以上

の中小企業を買収する企業

○助成内容

（事業改善型）店舗改修、設備導入等に伴う経費

２／３以内 ３，０００千円／社

※助成後３年以内に承継しないときは補助金返還



（承継準備型）企業価値の評価に伴う経費

       小規模企業         ２／３以内    ２００千円／社

中小企業（小規模を除く）  １／２以内  １，５００千円／社

     （承継準備型）設備承継に伴う経費

                １／２以内  ５００千円／社

（５）学生ベンチャー・チャレンジ応援事業（２，８６５千円）

学生等の創業等の動きを後押し、若者の新しい視点や大学の指導教官のアイディ

アや助言に基づく創業、新サービスの創出を促進するため、起業にかかる経費や初

期段階における活動経費を支援します。

①会社設立経費の支援（４５０千円）

助成率 ３／４   助成限度額 １５０千円／年   対象３人

②情報センター入居費の支援（６００千円）

助成率 １０／１０ 助成限度額 １６．５千円／月 対象３人

③試作品の作成等にかかる福井県公設試※使用料等の支援（１，８００千円）

助成率 ３／４   助成限度額 ８００千円／年  対象３人

      ※福井県公設試：福井県工業技術センター、福井県産業情報センター、

福井県デザインセンター等

（６）○新ＵＩターン創業支援事業（９，１９９千円）

東京圏からのＵＩターンによる創業者に対する助成制度を創設し、東京圏からの

ＵＩターン者のスキルを活かした創業を促進することにより、本県の開業率の向

上・県内産業の活性化を図ります。

○助成対象者 ①東京２３区の在住者、または、②東京圏（東京都、埼玉県、

千葉県および神奈川県）に在住する東京２３区への通勤者で、

県内に移住し、創業したもの。

○助成条件  助成率 ３／４  助成限度額 ３００万円／件  

○助成件数   ３件

（７）設備貸与（１３６，５７２千円）

①小規模企業者等設備貸与

小規模企業者等の設備導入を、低利の割賦販売やリースで支援します。また、

この制度を利用中の企業に対して、経営指導などのフォローアップを行います。

○事業予算枠  １億円

②設備貸与債権管理

過年度までに助成設備貸与事業で貸与した利用者からの割賦料もしくはリー

ス料の回収、利用者に対する経営指導などのフォローアップ、および県に対す

る借入金の償還等を行います。



技術開発・デザイン振興に関する事業【公益目的事業４】（２７６，９２１千円）

県内産業を支える企業のモノづくりのための技術開発、新技術の研究開発、国や他機

関の公募型の受託事業および補助事業を活用した産学官金の緊密な連携・交流、商品企

画やデザイン活用によるブランド力強化のためデザイナーの派遣や研修、大都市圏で活

躍するバイヤー等による市場戦略指導などを通じて、技術開発・商品開発の促進、経営

基盤の強化等を総合的に支援します。

（１）ふくいブランドものづくり推進（１１，４６１千円）

本県独自のものづくり技術や、卓越したシーズを見出し、これを適切に支援して、

産業技術の高度化を図ります。

①ふくい産業技術広報

企業向け情報誌「テクノふくい」の発行や、技術シーズに関する展示会出展

等による情報提供を行います。

○「テクノふくい」発行 ２回

○科学技術週間イベントの展示

○北陸技術交流テクノフェアの開催支援

②新技術・新工法商談会支援

新技術、新工法、特殊技術を持つ県内企業の販路開拓を支援するために、技

術商談会等に出展します。

③技術研究開発マンパワー育成

将来の技術研究開発を担う人材を育成するため、キーパーソンとなる優秀な

県内技術者・研究者の表彰や、国際的な学会・展示会等での先端技術の発表に

対して支援を行います。

○表彰  繊維技術功績賞  ３人

○次世代技術国際発信支援件数  ２件

④オープンイノベーション推進部運営

産学官金連携の推進を図るための事務を行います。

（２）産学官連携・交流（７，００８千円）

当センターが調整役となって産学官の緊密な連携・交流を推進し、新技術の研究

開発を促進します。

①産業技術コーディネート

技術ニーズと研究シーズのマッチングのためのコーディネート活動を行いま

す。

○ふくいオープンイノベーション推進機構の運営

○イノベーションリサーチ交流会（ＩＲ交流会）の開催



②産総研等連携推進

  産業技術総合研究所（産総研）やＮＥＤＯ等と県内企業とのマッチングや、

共同研究に向けた可能性試験調査研究（ＦＳ）を支援することにより、県内企

業の新たな研究開発の促進や販路開拓を支援します。

  ○マッチングイベントの開催 ３回

  ○産総研連携研究支援    ３件

③研究開発創出・補完研究開発支援

      当センターがこれまでに推進してきた産学官共同研究プロジェクトの成果を

活用し、実用化を目指して研究開発していく企業の補完研究を支援します。

（３）広域的連携技術研究開発（１９９，７５６千円）

国が募集する大型産学官共同研究開発プロジェクトを実施し、その研究成果を地

域産業技術の高度化に活用します。

①戦略的基盤技術高度化支援（経済産業省補助事業）

中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律に基づく技術分野の向

上につながる研究開発からその試作までの取り組みを支援します。

     ○転移性骨腫瘍患者向けカスタムメイド人工骨幹製造技術の確立

     ○特殊側面発光糸を製織できるジャカード織物製造システム、および癒しと

安全の機能を提供可能な次世代自動車内装材用織物の研究開発

      ○熱電素子を組み込んだ高効率 SiC パワーモジュールの開発

      ○PEEK 含浸炭素繊維プリプレグシートのハイブリッド精密成形技術による

X 線透過型開胸器の開発・事業化

②中小企業等外国出願支援

先端技術を有し知的財産を活用して事業を推進しようとする中小企業等に対

して、戦略的な国際特許等出願の支援を行います。

○補助対象企業 １０社程度

③北陸産地繊維産業力集結

北陸合繊産地において、福井県、石川県の企業が固有の技術・ノウハウをも

とに県域を越えた連携の下に行う新商品開発・販路開拓を支援します。

＜新商品開発助成＞

     ○助成対象者  福井県、石川県の繊維関連企業による企業連携体

      ○対象事業   企業連携体による新商品開発・販路開拓活動

      ○助成条件   助成率 ２／３ 助成限度額 ７，５００千円

＜展示会等出展助成＞

       ○助成対象者  福井県、石川県の繊維関連企業による企業連携体

       ○対象事業   企業連携体で開発した新商品の販路開拓活動

       ○助成条件   助成率 定額 助成限度額 ２，０００千円



  ＜展示会等開催助成＞

       ○助成対象者  福井県の繊維関連の業種横断的連携団体

       ○対象事業   業種横断的連携団体による展示会等開催

       ○助成条件   助成率 定額 助成限度額 ２，０００千円

④地域中核企業創出・支援（経済産業省委託事業）

福井県の人工衛星製造拠点化を広く周知し、支援対象企業の売上実績を増や

すための取り組みとして、展示会出展や技術発信など販路開拓に重点をおいて

活動します。

○国内宇宙関連展示会および海外宇宙関連展示会への出展

○国内の宇宙産業関連企業・機関への訪問および技術発信

○人工衛星製造に関するセミナーの実施

⑤地域イノベーション・エコシステム形成プログラム（文部科学省補助事業）

福井大学の有する光の制御技術をコアとして、光学エンジンの高効率合波特

性と小型化の両立を実現し、ワンチップ化した超小型光学エンジン事業と革新

的オプト産業の創出を図ります。

さらに、福井地域の有する多様なリソースの活用と、産学官金の連携により、

超小型光学エンジンの用途展開、事業化を推進します。

○研究会開催

○先進企業調査

○可能性試験委託 等

⑥○新新規分野への研究成果転用支援

「ふくいオープンイノベーション推進機構」では、産学官金連携により多く

の研究開発プロジェクトを実施しています。このプロジェクトで得られた研究

開発成果を新規分野に転用することにより、製品化を支援し、売上げの拡大を

目指します。

○新規分野への転用を支援するプロジェクトマネージャー、連携コーディネー

ターを配置

○新規分野の展示会出展、事業化事例および評価技術の講習会を開催 等

⑦研究開発フォローアップ

戦略的基盤技術高度化支援等の受託事業について、事後のフォローアップ等

を実施します。

（４）受託研究・共同研究（４，７１７千円）

先端技術分野において研究開発、事業化を図りたい県内ものづくり企業等の要望

に応えるために、県内外企業等から研究に要する経費を受入れ、オープンイノベー

ション推進機構をとおして、受託研究や共同研究を実施し、県内企業のイノベーシ



ョン（技術革新）を促進します。

（５）技術情報化推進（９５２千円）

福井県工業技術センターから受託し、技術開発成果等をインターネットで広く県

内企業に発信・提供するとともに、研究成果の小冊子を作成･配布します。

（６）デザイン情報提供（４７５千円）

メールマガジンや Facebook、ホームページ等でのデザイン情報の発信や、デザイ

ナーバンクの登録整備を行います。また、企業等からのデザイン指導相談に対応し

ます。

（７）デザインラウンジ交流（８４９千円）

県内産業のデザイン力および市場への販路開拓力の向上を目的に、産地課題に対

応したデザイン講習会の実施や、大都市圏での展示商談会および、福井ものづくり

キャンパス施設等を活用した効果的な展示企画への支援を行います。

○販路開拓・展示商談会等の支援 ２回

○福井ものづくりキャンパス施設等を活用した展示企画への支援 ５件

（８）福井ものづくりキャンパス教室運営（４，２３５千円）

福井ものづくりキャンパスを、ものづくり産業の振興や人材育成の拠点として活

用するために、ものづくり企業関係者、職人、学生など幅広い層を対象にしたもの

づくりに役立つ講座・教室を開催するとともに、施設のＰＲを行います。

○デザイン・ものづくりをＰＲするイベント・企画等の実施

○多目的ホール、ワークルーム等を活かしたワークショップ等の企画

○デザイン基礎講座の実施 等

（９）産業デザインプロデュース（２，２５９千円）

①デザイナー派遣

     デザイン開発を進める企業に対して、専門のデザイナーを派遣します。

      ○デザイナー派遣回数  延べ２０回

      ○利用者負担 専門家謝金の１／２

      ○利用回数  １企業１事業年度につき６回まで

②グループカウンセリング

第一線で活躍するデザイナーなどによる地場産品の産地ブランディングを行

います。

     ○指導回数 延べ１０回

（１０）デザインアカデミー（４，５４９千円）

県内中小企業等の商品開発担当者に対して、デザインマネジメントや商品開発手

法、デザインプロモーション戦略等に関する研修を実施します。また、社会のニー



ズに沿ったテーマ性のあるデザイン企画展および講演会を実施し、講師のデザイン

開発事例を具体的に紹介します。

     ○ブランディング＆商品開発講座   １講座    定員 ２０人

○デザインセッション        １講座    定員１００人

（１１）産地新ブランド創出・流通サポート（８，１１５千円）

首都圏をはじめとする全国の百貨店や大規模商業施設と連携し、伝統工芸や繊維、

眼鏡等の県内ものづくり企業に対し、新ブランドの創出や新商品開発に加え、新た

な流通経路の確保まで含めた総合的な支援を行うことで販路開拓につなげます。

○外部のノウハウを取り入れ、商品企画、デザイン等を指導

○主要百貨店等のバイヤーが参加する商談会への出展支援

人材育成に関する事業【公益目的事業５】（１２５，４８６千円）

県内企業等における人材の育成と能力向上を図るための研修等を行います。

（１）人材育成（集合研修）（４，２７４千円）

社会情勢や企業のニーズに応じたテーマを柔軟かつ機動的に設定して集合研修を

実施します。

○経営管理コース  １０講座 定員２１５人

（２）福井県中小企業産業大学校運営（５３，８８４千円）

①中小企業産業大学校施設運営

県からの指定を受け、県内中小企業等の経営者および従業員の経営管理・技

術に関する研修等に必要な施設・設備の提供や、維持管理等の運営業務を行い

ます。

②経営・技術人材育成

県内中小企業等における人材の育成および能力の向上を図るため、各種研修

を実施します。

○経営管理コース ２１講座 定員５３０人

○工業技術コース   ４講座 定員 ８０人

○学院連携実務講座  ３講座 定員 ５０人

○公開講座      ２講座 定員２００人

   ③学びなおし支援

通信制大学への入学など県内企業人の学びなおしを支援します。

○「学びなおしサポートセンター」において、キャリアアップに関する相

談に対応

○大学等との密接な連携と最新の講座情報の収集および提供



○自主学習支援ブースの運営

○通信制大学の入学説明会等の開催や誘致

（３）ものづくり企業生産性向上支援 （１６，１８９千円）

①ものづくり改善インストラクタースクール開催

県内ものづくり企業の生産現場の問題把握や業務改善の助言・指導を行う人

材を育てる「福井ものづくり改善インストラクタースクール」を開講します。

○スクール開催回数  １回 定員１２人

②ものづくり改善インストラクター派遣

スクールを修了した企業ＯＢを専門家として有料で県内企業に派遣し、具体

的な現場改善活動を支援します。

○インストラクター派遣数  ８企業 延べ４０回

企業等の個別の要望に対して実施する経営支援等に関する事業【収益事業１】

（６，６４５千円）

中小企業等の成長促進のため、公益事業で行っている事業では対応のできない、企業

等が求める個別具体的な課題解決に対し、専門性の高いニーズに対応するため、当セン

ターが持つ支援機能およびネットワークを活用して支援を行います。

（１）経営コンサルティング（１，６２６千円）

企業の現状分析・課題の抽出・改善策の提案を行う企業診断を実施するとともに、

継続的なフォローを希望する企業については、課題克服に向けたコンサルティング

を行います。

○実施件数 １０件

（２）教育コンサルティング（２，１４３千円）

個々の企業の人材育成の方針やニーズに応じ、オーダーメードで研修を実施しま

す。

○実施件数 ９件

（３）デザイン受託（２，０９５千円）

デザイン価値の認識を高め、有効活用できるデザイン管理について普及を図るた

め、自治体、公共団体や各種団体等からデザイン制作等を受託し、県内デザイナー

等を活用して制作します。

     ○実施件数 ３件

（４）企業情報ホームページ管理（１３８千円）

下請企業の情報提供を促進するため、ホームページ「ふくい元気企業ＷＥＢサイ



ト」を開設し、受注の促進を図ります。

○ 掲載企業数   １５９社

法人事業（５７，８６２千円）

事務所および情報機器等の借上・運営や、中小企業診断士等の企業支援に役立つ資格

取得者の養成、資質向上を図るための職員の研修など、法人の運営・管理を行います。
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